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Ａ．研究⽬的 
 近年、⽇本の社会構造は⼤きく変化し、地縁
の薄まりに伴う⼦育ての孤⽴、こどもの貧困、
ひとり親家庭やステップファミリーなど家族
形態の多様化といったこどもを取り巻く環境
における複雑化した社会的課題が顕在化して
きた。同時に、社会疫学や医療サービス研究の
発展により貧困や孤⽴など社会リスクが健康
状態に影響を与えることが科学的に裏付けら
れてきた。世界保健機構（WHO）は、患者の
健康に影響を与える社会背景を健康の社会的
決定要因（SDH: Social Determinants of Health）
として重視している。成育医療領域においても、
⾝体・⽣物学的（Biomedical）視点での⽇常診
療に、⼼理的（Psychological）、社会的（Social）
な視点を加える Biopsychosocial アプローチ

（以下、BPS アプローチ）の重要性が指摘され
ている。 
 本分担研究では、成育医療領域における BPS
アプローチのために、社会・環境因⼦を中⼼に
実践上の課題について調査し、基礎資料とする
ことを⽬的にした。 
 
Ｂ．研究⽅法 
 1 年⽬は周産期の妊産婦の評価の実情およ
び⼩児科領域に対する⽀援ニーズの調査とし
て、妊産婦の評価ツール等の整備状況に関する
⽂献調査及び⾃治体へのヒアリング調査、周産
期の⼩児科へのニーズに関する産婦へのイン
タビュー調査、先⾏研究を踏まえた施策に関す
る⽂献調査を実施した。 

2 年⽬は社会的処⽅（social prescribing）に

研究要旨 
⽬的：成育医療領域における Biopsychosocial （BPS）アプローチの実践のために、社会・環境
因⼦を中⼼に実践上の課題について調査し、基礎資料とすることを⽬的にした。 
⽅法：⽂献調査、⾃治体および⽀援関係者へのヒアリング調査、インタビュー調査を実施した。 
結果：⾃治体での BPS アプローチは妊娠期から実施されており、⼩児科ニーズは出産直後から
⾼まっていた。⼩児科医療を通じた BPS アプローチとしてポジティヴヘルスの考え⽅が有⽤で
あり、社会・環境因⼦への取組として社会的処⽅の応⽤が考えられた。実践に向けては勉強会、
取組の共有と意⾒交換等の学びの機会が有⽤であった。 
結論：⼩児科医には健康を全⼈的にとらえて関わるスキルが求められ、社会・環境要因の視点と
取組については学びと実践のサイクルが必要と考えられた。 
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